
様式１
平成31年度生物多様性保全推進支援事業
応募申請書

文書番号
平成　年　月　日
　環境省自然環境局長　　殿
住所
団体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　印

　平成　年度生物多様性保全推進支援事業について、別添のとおり対象となる事業を実施したいので、応募申請書を提出いたします。

連絡先
担当者氏名
所属

住所

電話番号
FAX
E-mail

別添
	事業名
	※活動地域及び活動内容が分かる簡潔な事業名とすること

	交付対象事業者名

【協議会の場合：既設／見込み】
	

	構成員

【協議会の場合：実績／見込み】
	※協議会の場合、規約、会計処理規程、会員名簿を添付すること（計○団体・○人）

	事業対象地域

（※１）
	都道府県、市町村名等


	事業期間

（※２）
	平成　　　年度

～

平成　　  年度

	１．連絡先
	事務担当者：
	Tel.
	

	
	E-mail
	
	Fax.
	

	
	事業担当者：
	Tel.
	

	
	E-mail
	
	Fax.
	

	２．該当する事業のメニュー　
（（１）～（４）については、該当するもの全てに○を記入し、該当する場合には対象とする種名、保護地域名、計画名を記入）


	(１)

特定外来生物防除対策
	
	（対象とする特定外来生物等）

・

・

・

	
	(２)

重要生物多様性保護地域保全再生
	
	（対象とする保護地域）

・

・

・

	
	(３)

広域連携生態系ネットワーク構築
	
	（対象とする計画）

・

・

・

	
	(４)
国内希少野生動植物種等対策（平成29年度までに採択された継続事業に限る）
	
	（対象とする絶滅危惧種及び環境省レッドリストカテゴリー）

・

・

・

	
	（５）
地域民間連携促進活動
	
	

	
	（６）
国内希少野生動植物種生息域外保全
	
	（対象とする国内希少野生動植物種）
・
・

	
	（７）
国内希少野生動植物種保全
	
	（対象とする国内希少野生動植物種）
・
・

	
	（８）
特定外来生物早期防除計画策定事業
	
	（対象とする特定外来生物等）



	３．要望額
	

	
	初年度

(平成　年度)
	千円

	
	２年目

※メニュー（８）以外記入
	千円

	
	３年目

※メニュー（６）及び（７）のみ記入
	千円

	
	合計
	千円

	４．要望額

積算内訳
	別紙

	５．事業計画の概要


	６．他の法定計画等との関係

（※３）
	法定計画名
	策定主体
	事業計画との関係

	
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	

	７．事業の背景及び地域における生物多様性保全上の課題と取組の現状

（既に実施している地域の生物多様性の保全・再生に資する施策等を含む）


	８．事業計画

	（１）初年度（平成　年度）の事業計画

	
	交付金事業

概要：

ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業

事業開始予定日：　年　月　日

	（２）２年目の事業計画

	
	交付金事業

概要：

ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業



	（３）３年目の事業計画　※メニュー（６）及び（７）のみ記入

	
	交付金事業

概要：

ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業



	９．事業の実施により期待される生物多様性保全等の効果の目標

	数値目標
	現状値
	目標値
	目標年次

	
	
	
	

	
	
	
	

	10．事業終了後の活動継続の見通し

	11．特記事項

※上記のほか、環境省が選定する重要地域（重要里地里山、重要湿地、重要海域、特定植物群落等）で実施する事業であるなど、特記すべき事項があれば記載


※１　別紙の添付も可。ただし、支援メニュー（３）に該当する場合は、必ず図面を添付すること。
※２　支援メニュー（１）から（５）については、原則２年間とする。ただし、２年目が終了する時点において、協議会の活動体制構築等のため、継続の必要が高いと認められる場合は、１年間事業期間を延伸することができる。支援メニュー（６）及び（７）については、原則３年間以内とする。支援メニュー（８）については、原則1年間とする。ただし１年目が終了する時点において、継続の必要が高いと認められる場合は、１年間事業期間を延伸することができる。
※３　事業実施者が生物多様性の保全に関する法律に基づく計画等を策定しており、事業計画と関係がある場合に記入。事業計画との関係は法定計画等の該当箇所の写しでも可。複数の法定計画等が該当する場合には、必要に応じて行を追加すること。
（別紙）
交付金事業要望額積算内訳書
事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	事業名
（事業主体）
	導入設備

	事業額

	要望額

	事業主体等の負担額
	積算内訳


	初年度
(平成　年度)

	ア．□□事業
（　　　　）

	
	
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）

	
	
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	２年目
メニュー(８)以外記入

	ア．□□事業
（　　　　）

	
	
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	３年目
メニュー（６）及び（７）のみ記入

	ア．□□事業
（　　　　）

	
	
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）

	
	
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	
	
	


注１　導入設備については、設備の能力、基数も記述すること。
２　事業主体等の負担額については、各事業毎に当該資金を負担する主体とその負担額を記載すること。
３　要望額に変更があった場合は変更後の額を下段実書きで、当初の要望額を上段（　　）書きで記入すること。なお、事業を実施し終えた年度については実績額を記入すること。
様式３
番　　　号
年　月　日
環境省自然環境局長　殿
住　所
【地方公共団体又は地方環境事務所等の長】
○○　○○○○　　　　印
民間団体による活動内容の確認について
○○が平成　年度生物多様性保全推進支援事業に応募した下記事業については、生物多様性保全推進支援事業公募要領４の表中（７）の規定に基づき、適切な活動であると確認しました。
記
　　　　　　　１　地方公共団体に代わる団体の名称
　　　　　　　２　事業名
３　事業場所
４　事業の目的
５　事業概要
（別表）交付対象経費の区分と内容
	経費区分
	内容

	１　諸謝金

	講師、専門家等の招聘、原稿執筆に対する諸謝金に要する経費をいう。

	２　旅費

	航空機、鉄道、バス、船等の運賃、交通費、日当及び宿泊に要する経費をいう。

	３　備品費

	概ね単価が５万円以上で、反復利用に耐える物品や機器の購入等に要する経費をいう。

	４　消耗品費

	概ね単価が５万円未満の物品や機器であって、おもに消耗される物品の購入等に要する経費をいう。

	５　印刷製本費
	資料等の印刷、製本、写真焼付、図面焼増等に要する経費をいう。

	６　通信運搬費
	郵便料、電話料、配送業務、その他通信運搬に要する経費をいう。

	７　借料及び損料

	車両、会場、機器類等の使用賃借、光熱水費、借入金の金利支払等に要する経費をいう。

	８　会議費

	会議、作業等の際の茶菓等に要する経費をいう。

	９　賃金

	日々雇用者に対する賃金支払いに要する費用をいう。

	10　雑役務費

	保険料、手数料、広告料、調査、測量の実施等、役務の対価として支払う経費をいう。

	11　資材購入費

	事業を実施する上で必要な資材購入等に要する経費（直接施工が困難な場合の必要最低限の工事請負費を含む。）をいう。

	12　無償労務費

	事業計画に位置づけられた活動であって、満１６歳以上の者の行う活動に係る無償労務の延べ時間人数に、最低賃金法に基づき定められる地域別最低賃金を乗じて得られた金額をいい、活動の内容、人数、単価（当該地域の地域別最低賃金）、活動日数及び金額がわかる資料を添付すること。ただし、全体事業費の３割を超えないものとする。

	13　その他
	その他事業に必要な経費で、自然環境局長が承認した経費。
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